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北九州市不登校等に対する総合的な検討に関する有識者会議 
報告書のとりまとめに向けて 

 
 
１．構成  
 
１．⻑期⽋席児童⽣徒数等の状況 

●⻑期⽋席児童⽣徒数の推移 
●⻑期⽋席児童⽣徒に関する分析 

 
２．これまでの本市の取組 

●不登校の状態にある児童⽣徒への支援 
●家庭への支援 
●関係機関との連携等 

 
３．今後の取組の方向性 

●国の動向 
●本市の基本的な考え方 
●実施内容案 

 
 
２．内容の骨子について 
 
１．⻑期⽋席児童⽣徒数等の状況 
＜P＞ 
 
２．これまでの本市の取組 
 ◆ 今後の取組の方向性を検討するにあたり、これまでの本市の取組を踏まえておく必

要がある。 
 
【不登校の状態にある児童⽣徒への支援】 
 ◆ まず、本市における不登校の状態にある小中学⽣への主な直接的な支援策として

令和 2 年 10 月 6 日 第４回北九州市不登校等に 
対する総合的な検討に関する有識者会議 

資料１ 



 

2 
 

は、不登校児童⽣徒療育キャンプ（ワラビーキャンプ）、少年支援室の設置、不登
校状態の子どもに寄り沿った次への一歩応援事業などがある。 

 
◆ ワラビーキャンプは、平成元年（1989 年）から実施しており、目的としては、豊かな
自然環境の中で、人や自然との触れ合いを深めるなど体験活動を⾏うもので、指導員
等の指導・援助のもと、自主性・自⽴性の育成を図るものである。近年は３泊４日で
実施し、十数人の児童⽣徒が参加している。最近の好転率は、９０％程度となってい
る。 

 
 ◆ 子ども総合センター（少年支援室）では、小・中学⽣の児童⽣徒に関する不登校

相談を来所・電話などにより⾏うとともに、不登校児童⽣徒を通所させ、在籍校と連携
しながら、社会的自⽴に向けた指導等を⾏う適応指導教室としての機能を有している。
なお、令和２年度（2020 年）から本市内の全少年支援室（４か所）において適
応指導教室を運用している。 

 
 ◆ ⻘少年課では、不登校の状態の中学⽣への定期的な訪問など、一人ひとりによりそ

った伴走型支援を⾏う「不登校状態の子どもに寄り添った次への一歩応援事業」を平
成 28 年度（2016 年度）から実施している。 

 
 ◆ また、各学校では、不登校傾向のある児童⽣徒への家庭訪問の実施、担任等によ

る教育相談、別室登校による対応などを⾏っている。 
 

◆ 教育委員会では、各学校の取組が円滑に⾏われるように、平成 29 年（2017 年）
に「⻑期⽋席の未然防止と初期対応」を作成し、小中連携 SUTEKI アンケートの実
施と分析、⻑期⽋席の未然防止、初期対応等を紹介している。SUTEKI アンケート
は、７つの観点から、子どもたちの「自⼰効⼒感」を⾒るもので、分析結果のケースを
踏まえた対応策についても記載されているものである。また、初期対応としては、２日
休んだら家庭訪問を⾏うことやスモールステップ登校など具体的な対応方策について記
載されている。 

 
 ◆ また、教育委員会では、⻑期⽋席対策検討委員会を開催するとともに、⻑期⽋席

対策モデル校を指定し、本市の各学校の取組に資するようにテーマを決めて取り組ん
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でいる。例えば、「組織的な対応に向けた体制づくり」では、組織体制のモデル図に関
して、モデル校で実践検証し、校内での役割分担や関係機関との連携を組み込んだ、
「組織体制モデル図」を配布し、各学校に周知した。また、「未然防止に向けた効果
的な取組」として、対応の好事例の検証や「⽋席電話アプローチカード」を活用し、丁
寧な聞き取りを⾏った。 

 
◆ 未然防止から学校にくることが難しい児童⽣徒まで幅広く対応している取組として、

スクールカウンセラーによるカウンセリングがある。本市では、平成 16 年度（2004 年
度）より、全中学校区に配置している。また、平成 30 年度（2018 年度）から小
学校５年⽣に、全員面接を実施している。さらに、対人スキルアップ（子どもとの温か
い人間関係と信頼に基づく教育）等の校内研修も実施している。 

 
◆ 学習の遅れが不登校の要因となる場合があるが、北九州市では、不登校対策を主

たる目的とはしていないが、児童⽣徒の学習習慣の定着と基礎的・基本的な内容の
定着を図るために、放課後等の時間帯を利用して、小中学校の教室で子どもたちが自
主学習を⾏う「子どもひまわり学習塾」を実施し、補充的な学習の支援を⾏っている。 

 
【家庭への支援】 
 ◆ 次に家庭に対する支援についてである。まず、スクールソーシャルワーカーの増員を⾏

い、不登校の状態にある家庭への福祉的な側面での支援などをより丁寧に⾏うことので
きる体制の整備などを⾏っている。 

 
 ◆ また、⻑期⽋席対策検討委員会において、登校しぶり等に関する家庭向け啓発リー

フレットを作成し、各家庭に配付している。 
 
◆ 「市町村子ども家庭支援指針」には不登校相談について市町村（本市では区）も支

援を⾏うことが記されている。本市では子どもや家庭に関するあらゆる相談の窓口である
「子ども・家庭相談コーナー」を市内全区役所に設置しており、そこで不登校を含む教育
相談を⾏っている。その中で、より⾼度で専門的な対応が必要な場合、児童相談所と
協議する。 

 
 ◆ 子ども総合センター（児童相談所・教育ライン）では、学期に１回程度保護者が集
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まりやすい土曜日を利用して、「不登校の子どもをもつ保護者の集い」を開催し、不登校
の子どもを持つ保護者が集まり、お互いの悩みや不安を共有しながら、ファシリテーターの
助⾔を交えて、子どもとどのように向き合うか考えあうような取組を⾏っている。 

 
【関係機関との連携等】 
◆ 学校には馴染めない子どもの選択肢としてフリースクールがある。教育委員会としても、

市内のフリースクールを訪問している。その中で、「社会的自⽴」を目指す観点があるか、
事業運営や指導の在り方、施設や設備などを確認し、学校と情報共有を⾏っている。 

 
◆ また、主に義務教育期以降の子ども等への支援する機関として、本市内においては、

や、社会的ひきこもりの当事者や家族への支援を⾏っている「北九州市ひきこもり地域
支援センター『すてっぷ』」や、さまざまな悩みを抱えた子ども・若者を対象に、「ワンストッ
プサービス」で支援をしていくことを目的に開設された「総合相談窓口」である「子ども・若
者応援センター『YELL』」などがある。 

 
【イメージ図】 

 ◆ 上記の内容について、「被支援者」の軸、「子どもの状態」の軸を設定し、これらの取
組を整理すると、次の図のようなイメージとなる。 

   ※わかりやすさを優先して作成したもので、厳密には区分できないものについても関係が深いと
考えられる箇所に位置付けている。 
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３．今後の取組の方向性 
【国の動向】 
◆ これまでも国及び地方公共団体において、不登校の児童⽣徒への支援が⾏われて

いたが、平成 28 年 12 月に「義務教育の段階における普通教育に相当する教育の
機会の確保等に関する法律」が公布され、不登校児童⽣徒等に対する教育機会の
確保等に関して必要な措置が法律に位置付けられた。具体的には、国及び地方公
共団体は、次の措置を講じ、又は講ずるよう努めることとされている。 
 
（不登校児童⽣徒等に対する教育機会の確保等に関する措置の概要） 
①全児童⽣徒に対する学校における取組への支援に必要な措置 
②教職員、⼼理・福祉等の専門家等の関係者間での情報の共有の促進等に必要な措置 
③不登校特例校及び教育支援センターの整備並びにそれらにおける教育の充実等に必要な措置 
④学校以外の場における不登校児童⽣徒の学習活動、その⼼身の状況等の継続的な把握に必

要な措置 
⑤学校以外の場での多様で適切な学習活動の重要性に鑑み、個々の休養の必要性を踏まえ、

不登校児童⽣徒等に対する情報の提供等の支援に必要な措置 

 
 ◆ また、本法に基づき、平成 29 年３月に「義務教育の段階における普通教育に相

当する教育の機会の確保等に関する基本方針」が策定された。具体的な内容は次
の通りである。国の通知では、本基本指針を参酌して、各地方公共団体が必要な措
置を講じるように求められている。 

 



 

6 
 

（基本方針概要） 
◇児童⽣徒が安⼼して教育を受けられる魅⼒ある学校づくり 

・魅⼒あるより良い学校づくり 
・いじめ、暴⼒⾏為、体罰等を許さない学校づくり 
・児童⽣徒の学習状況等に応じた指導・配慮の実施 

◇不登校児童⽣徒に対する効果的な支援の推進 
・個々の不登校児童⽣徒の状況に応じた支援の推進 
 ⇒不登校児童⽣徒や保護者の意思を尊重しつつ、状況把握及び関係機関等との情報

共有などの継続した組織的・計画的な支援 等 
・不登校児童⽣徒に対する多様で適切な教育機会の確保 

⇒不登校特例校・教育支援センターの設置促進、教育委員会・学校との⺠間団体の連
携等による支援の推進、多様で適切な学習活動の重要性及び休養の必要性を踏ま
えた支援 等 

・不登校等に関する教育相談体制の充実 
⇒教員やスクールカウンセラー、スクールソーシャルワーカー、関係機関が連携した体制構築

の促進 等 

 
 ◆ また、平成 29 年３月に改訂された小学校及び中学校の学習指導要領では、初

めて、不登校児童⽣徒への配慮について記載がなされた。 
 
（小学校学習指導要領（平成 29 年３月公示）抜粋） 
第１章 
 第４ 児童の発達の支援 
  ２ 特別な配慮を必要とする児童への指導 
 （３）不登校児童への配慮 
  ア 不登校児童については、保護者や関係機関と連携を図り、⼼理や福祉の専門家の助⾔又

は援助を得ながら、社会的自⽴を目指す観点から、個々の児童の実態に応じた情報の提
供その他の必要な支援を⾏うものとする。 

  イ 相当の期間小学校を⽋席し引き続き⽋席すると認められる児童を対象として、文部科学大
臣が認める特別の教育課程を編成する場合には、児童の実態を配慮した教育課程を編成
するとともに、個別学習やグループ別学習など指導方法や指導体制の工夫改善に努めるも
のとする。 

 
◆ さらに、令和元年 10 月には、これまでの不登校施策に関する通知について改めて

整理し、まとめた「不登校児童⽣徒への支援の在り方について（通知）」（ 初等中
等教育局⻑）が通知された。多岐にわたる内容となっているが、支援の視点として、
「『学校に登校する』という結果のみを目標にするのではなく、児童⽣徒が自らの進路を
主体的に捉えて、社会的に自⽴することを目指す」ことが基本となっている。 
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【本市の状況】 
◆ 「義務教育の段階における普通教育に相当する教育の機会の確保等に関する基

本方針」の内容について、全国的に設置数が少ない不登校特例校の設置以外につ
いては、基本的に実施されていることや、また多様な段階の児童⽣徒や保護者に対し
て様々な取組がなされていることも確認された。 

 
◆ 一方で、残念ながら、⻑期⽋席児童⽣徒数は増加傾向にあるのが現状であり、そ

の中⼼的な要因としては不登校がある。不登校の状態が続くことは、本人の将来にも
多大な影響があると考えられるため、本市一丸となって不登校対策について取組の充
実を図っていく必要がある。 

 
◆ また、文部科学省の通知を踏まえて、不登校に対する基本的な考え方についても確

認する必要があると考えられる。 
 
【本市における今後の取組】 
◆ 本市の状況や国の動向等を踏まえて、本会議における議論をした結果として、今後

の本市における不登校対策のあり方をまとめた。 
 
◆ まず、本市にはＳＤＧs 未来都市にも選定されており、「誰一人取り残さない」という

ＳＤＧs の理念に基づき、取組を進めるとともに、不登校の児童⽣徒への支援に関し
ては、児童⽣徒が将来充実した⽣活を送れるようにすることが重要であるため、学校へ
の登校のみを目標とするのではなく、「社会的自⽴」を基本的な理念とするべきである。 

 
◆ この基本的理念に基づき、基本的な施策の方向性とそれに対応した具体的な実施

内容に関する本会議としての提⾔をまとめた。 
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 （基本的方向性） 
社会的自⽴を念頭に多様な学び方を児童⽣徒に提供できるようにするとととも

に、多様な学び方の中から児童⽣徒ごとに適切なアプローチが取れるように支援を
することが重要。 

 
（今後の新たな取組に関する提⾔） 
・本市で実施している不登校の児童⽣徒への支援内容について、局・機関の垣根を

越えた保護者や本人にもわかりやすいパンフレット等としてまとめ、関係機関におい
て配布できるようにするべきである。また、関係機関において、パンフレットを配布する
だけでなく、適切なアプローチが取れるように家庭に対して助⾔できるように、情報等
を整理、共有するべきである。 

・令和２年度（2020 年度）に１人１台のタブレット端末が導入されたことから、
ICT を活用した取組を進める。具体的には⻑期⽋席対策のモデル校において、実
証的な取組を⾏い、他の学校にも広げていく。また、ICT を活用した取組を進める
に当たっては、評価・評定や出席の取扱いについてもあわせて研究を進めるべきであ
る。 

・子ども総合センター（少年支援室）において、学校での１人１台のタブレット端末
導入に伴い、タブレット端末が利用できる環境を整備し、学校との連携強化も含め
て取り組むことが望ましい。また、⼼理職スタッフの配置などの体制面の整備も必要
である。学校との連携やスクールカウンセラーの活用など、今後の在り方について検
討が必要である。 

・別室登校について、校内適応指導教室といった名称をつけるなど、児童⽣徒が来や
すいようにするとともに、これらの教室の整備を⾏うべきである。 

・不登校児童⽣徒療育キャンプ（ワラビーキャンプ）について、１泊の「ミニワラビーキ
ャンプ」にし、もっと気軽なものにするなど、さらなる工夫をしていくべきである。 

 
 

 （基本的方向性） 
「社会的自⽴」の観点からは、学⼒以外の面においても成⻑を保障していく取組

を進めていくことが重要であり、そのためには集団での学びやキャリア教育等の教育活
動が重要。 

 
（今後の新たな取組に関する提⾔） 
・学校に戻ることが可能な状態にあると思われる児童⽣徒に関しては、関係機関が連
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携しながら、基本的に学校復帰を念頭に置いた支援を⾏うべきである。 
・学校に戻ることが困難であると思われる児童⽣徒に関しては、不登校児童⽣徒療
育キャンプ（ワラビーキャンプ）など、学校外において集団的な学びができる支援を
⾏っていくべきである。 

・教科以外の学習も含めたオンライン授業などを⾏う拠点をつくり、学区を越えた対応
をし、子どもに自信がついたら、原籍校に戻るといったような柔軟な学校復帰の選択
肢を作ることを検討するべきである。 

・不登校の予防という観点も含め児童⽣徒の成⻑を保障していく観点から、キャリア
教育の在り方について改めて検討していくべきである。 

・各学級において、子ども同士の声かけなど子どもが子どもを巻き込んでいける状況を
実現する学級経営を⾏えるように教育委員会としても支援していくべきである。 

 
（基本的方向性） 

児童⽣徒本人だけでなく、家庭も含めて総合的な支援を⾏っていくことが必要。 
 
（今後の新たな取組に関する提⾔） 
・特別な教育的支援を要す特性を児童⽣徒が有している場合もあるため、保護者が

相談する際に、特別支援教育の視点で関わる者がいる体制を作るべきである。 
・家庭への丁寧な支援を強化するために、引き続きスクールソーシャルワーカーの配置

の充実に努めるべきである。 

 
（基本的方向性） 

学校における不登校児童⽣徒や家庭への対応に当たっては、校⻑のリーダーシ
ップの下、学校全体で組織として対応できる体制を築くとともに、担任等の教職員
が指導する上での支援を⾏っていくことが必要。 

 
（今後の新たな取組に関する提⾔） 
・不登校児童⽣徒の状況や背景を的確にとらえ、チーム学校として適切な対応をする
ために、初期対応やオンラインの活用、ケース会議の在り方、別室での対応などの不
登校対策動画を作成し、校内研修で活用することで教職員の指導⼒を⾼める。 

・教育相談に⻑けた教員を育成し、コーディネーターとして学校に配置するよう取り組
むべきである。 

 



 

10 
 

（基本的方向性） 
多様な学び方の中から児童⽣徒ごとに適切なアプローチが取れるように支援する

ためには、学校を含めて関係機関の連携を強化することが必要。 
 
（今後の新たな取組に関する提⾔） 
・多様な学び方の中から児童⽣徒ごとに適切なアプローチが取れるようにするため、不

登校対策に関わる関係機関の情報共有をより密に⾏えるようにするべきである。 
・フリースクールと学校がそれぞれの役割を理解し連携をとっていくことでお互いを補完し

合える体制を作るために、本市にあるフリースクールにおいて提供可能な活動内容
などを学校等の関係機関に周知するとともに、フリースクールに対して最近の学校教
育の状況などを共有するべきである。 

・児童⽣徒に適切なアプローチが取れるように、本市の組織の在り方について改めて
⾒直し、必要があれば組織改正を⾏うべきである。 

 
（基本的方向性） 

不登校への支援について、市として中学校を卒業したら終わりというのではなく、
その後のステップに進めるようにすることが重要。 

 
（今後の新たな取組に関する提⾔） 
・学校で使用しているのと同じ学習ドリルソフト等を義務教育終了後の支援機関にお

いても使用することができるようにすべきである。それにより、義務教育における学習
の理解の程度を把握し、それを指導に活かすことができる。 

 

◆ 教育委員会を中⼼に市の関係部局において、今回提⾔した内容について、十分に検
討するとともに、子どもを取り巻く状況が刻一刻と変化していることを常に念頭において、
不登校の未然防止や不登校の子どもたちの社会的自⽴が実現するように、不断の取組
を⾏っていってほしい。 


